
平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 1 1 102 頁 一般管理費 総務一般管理事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 自衛官募集事務事業 修繕料 需用費 50 50 50 27 23 3

経常 総務一般事務費 自治委員報酬 報酬 100,780 112,579 99,837 2,406 97,431 3

経常 職員研修事業 中堅職員研修委託料 委託料 1,523 2,523 1,656 111 1,545 3

経常 秘書業務事業 普通旅費 旅費 4,279 5,596 4,729 24 4,705 3

計 106,632 120,748 106,272 27 0 2,541 103,704

予算

目
的

適正な行政運営
対
象

市民・職員

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
前年度決算額

（千円）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○自衛官募集事務事業
　　　自衛隊法に基づく自衛官募集事務

○総務一般事務費
　　　需用費ほか各種団体負担金等

○職員研修事業
　　　職員の資質・能力の向上
　　　　 ・ 市独自研修（政策形成（基礎）研修、ハラスメント防止研修等実施、延べ49回・延べ参加人数1,575名）
　　　　 ・ 県自治人材育成センター研修（参加人数126名）

○秘書業務事業
     市長・副市長秘書業務、庁中儀式、栄典、表彰に関すること。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 19 件 16 件 14 件

－ － － － － －

4 人 7 人 7 人

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

107,591 106,632 106,272 134,872 

うち経常経費 103,149 106,488 105,342 134,872 

国 県 費 127 27 27 27 理由

地 方 債

そ の 他 10,438 1,388 2,541 6,262 

一般財源 97,026 105,217 103,704 128,583 

うち経常 97,026 105,218 103,704 128,583 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 一般行政事務である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 一般行政事務であるので、行政が担う。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 適切な行政運営である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 ほぼ成果は上がっている。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き経費の削減、事務の効率化を推進し、適正な事業実施に努める
こと。

成
果
指
標

指標名 適正な行政運営 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-6-（2）、4-4-（5）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 職員研修事業 ｂ 自衛官募集事務事業 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 － 目標 目標

適正な行政運営 a
職員研修
事業

件

b
自衛官募集
事務事業

人

c

人件費の総額は減少傾向にあるが、時間外手当は増加傾向にある。

ｄ

職員に対して働き方の意識改革に係る研修を行い、結果として時間外
勤務の減少に取り組む。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

一般行政事務の経常経費の削
減に努める



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 1 1 104 頁 一般管理費 福利厚生事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
メンタルヘルス相談事業及
び職場復帰支援事業

カウンセラー報酬 報酬 1,535 2,204 1,931 1,931 3

経常 職員健診事業 検査健診委託料 委託料 5,569 6,116 5,611 5,611 3

経常 職員互助会事業 職員互助会負担金
負担金補助及
び交付金

2,499 2,499 2,499 2,499 3

計 9,603 10,819 10,041 0 0 0 10,041

予算

目
的

職員の健康増進及び福利厚生
対
象

職員

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
前年度決算額

（千円）
予算現額
（千円）

決算額
（千円） 評価

事
業
概
要

○メンタルヘルス相談事業及び職場復帰支援事業
　　　　　メンタルヘルス相談事業…臨床心理士によるカウンセリング及び相談事業
           　　　　　　　　　　　　　・相談実績　　13日実施（延べ相談件数　74件）
　　　　　職場復帰支援事業…産業医及び臨床心理士による相談等支援事業
           　　　　　　　　　　　　　・相談実績　　 5日実施（相談件数　5件）
　　　　　ストレスチェック事業…職員のメンタルヘルス対策
           　　　　　　　　　　　　　・受検実績 676名/695名（97.3％）
                                　                 [内訳] 正規職員： 509名/520名、 臨時・嘱託職員： 167名/175名

○職員健診事業　・・・・・職員の健康診断の実施
　　　　　　　     　　　　　　　　　・受診実績　 正規職員： 516名／516名（100.0％）、　臨時・嘱託職員：　59名／59名（100.0％）

○職員互助会事業・・・・・職員互助会負担金



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － 1 件 5 件

－ － － － 25.0 ％ 62.5 ％

534 件 516 件 516 件

98.8 ％ 98.9 ％ 100.0 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

9,034 9,603 10,041 10,932 

うち経常経費 9,034 9,603 10,041 10,932 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 9,034 9,603 10,041 10,932 

うち経常 9,034 9,603 10,041 10,932 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
職員の健康保持・増進については、関係法令の規定に基づ
き行われる事業である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 事業者の責務である。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 方法や基準等は関係法令に基づいている。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
職員健診率は活動指標目標を達成したが、メンタル不調等
による職場の休職者が依然として存在する。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施に努めること。

成
果
指
標

指標名 健康の保持・増進 目
標
年
度

－ 職員の安全と健康保持・増進を図り、快適かつ健康的な職場環境を整備する必
要があるため。数値 －

活
動
指
標

指標 a 職場復帰率 ｂ 健診受診率 ｃ ｄ

数値 目標 100% 目標 100% 目標 目標

健康の保持・増進 a
職場復帰
率

件

b
健診受診
率

件

c
メンタル不調の早期発見及び回復に向けた支援体制の整備。
2次健診受診率の向上。

ｄ

メンタルヘルス研修、相談事業及びストレスチェック事業等を通してメン
タル不調者の改善を図っていくとともにその発生を防ぐ。
2次健診受診者の把握及び未受診者への声かけに努める。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

職員の健康保持・増進につい
ては、労働安全衛生法等の規
定に基づく事業者の責務である
ため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 1 5 112 頁 交通安全対策費 安全・安心まちづくり推進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 交通安全対策事業 交通指導員報酬 報酬 10,884 7,015 6,423 335 6,088 3

臨時 交通安全対策事業
交通安全施設・防犯施
設整備工事請負費

工事請負費 6,000 5,989 5,989 3

経常 防犯対策事業 消耗品費 需用費 7,501 6,530 5,357 2,100 3,257 3

臨時 防犯対策事業
交通安全施設・防犯施
設整備工事請負費

工事請負費 3,660 3,651 3,600 51 3

計 18,385 23,205 21,420 0 0 6,035 15,385

予算

目
的

交通事故や犯罪から市民を守り、安心して生活することができる環境を提供する
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円） 評価

事
業
概
要

○交通安全対策事業
　　①交通災害共済事業
　　　　共済への加入推進、見舞金の支給
　　　　加入者数：7,156名　見舞金支給額：15件　1,610,000円
　　②交通安全施策の推進（一般事務）
　　　　街頭指導等の啓発活動、交通安全協会の活動促進（負担金）
　　③交通安全対策特別交付金事業
　　　　交通安全施設の整備（カーブミラー、ガードレール、街路灯等の整備）
　　　　【工　　  事】 　カーブミラー新設40基、ガードレール　9箇所、白線等9箇所他）
　　　　【備品購入】　φ600鏡面　6面、φ800鏡面　12面、支柱3本

○防犯対策事業
　　①防犯対策の啓発・推進、防犯協会の活動促進（負担金）
　　②防犯灯施設整備事業(ＬＥＤ化)
　　　　新規分：152基　（Ｈ28： 119基）
　　　　更新分：476基  （Ｈ28： 490基）
　　　　　　計　：628基



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

件 854 件 870 件 868 件 18,205 人 20,285 人 21,345 人

％ 106.6 ％ 104.6 ％ 104.8 ％ 105.8 ％ 117.8 ％ 123.9 ％

34 隊 34 隊 34 隊

97.1 ％ 97.1 ％ 97.1 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

20,670 18,385 21,420 23,204 

うち経常経費 12,259 9,991 11,780 9,054 

国 県 費 6,023 理由

地 方 債

そ の 他 357 4,609 6,035 12,500 

一般財源 14,290 13,776 15,385 10,504 

うち経常 11,902 7,864 9,345 8,504 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
交通事故や犯罪から市民を守り、安心して生活する
ことができる環境を提供するためには必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
交通安全対策基本法等により、国、地方自治体、住
民の責務が定められており、市の責務が発生する。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
安全・安心なまちづくりを推進するうえで適切な手段
である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
平成29年度の成果指標　安全・安心度は100％を上
回っており、期待したとおりの成果が上がっている。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施に努めること。

成
果
指
標

指標名 安全・安心度 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の3-7-（1）、3-7-（2）で目標としているため

数値
910件未満

（犯罪・交通事故件数）

活
動
指
標

指標 a 交通安全活動の参加者数 ｂ 防犯パトロール隊結成数 ｃ ｄ

数値 目標 17,215人 目標 35隊 目標 目標

安全・安心度 a
交通安全活
動の参加者
数

人

b
防犯パトロー
ル隊結成数 隊

c
交通事故は、人身事故は減少傾向にあるが、物損事故を含めた総数
は増加傾向にある。

ｄ

交通安全関係機関と連携して、交通事故防止活動（啓発活動等）、特
に高齢者に対する免許証自主返納啓発を強化する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

平成30年度より、運転免許自
主返納支援助成金、犯罪被害
者等見舞金が新設されたが、
事務事業の効率化を図り、予
算の増加を抑制する。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 1 6 112 頁 広報費 広報広聴事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 広報事業 印刷製本費 需用費 12,338 14,012 10,529 649 12 9,868 3

計 12,338 14,012 10,529 649 0 12 9,868

予算

目
的

広報紙やホームページ等を通じて、行政情報や市民生活に関する情報を正確かつ迅速に公開・提
供し、市民との情報の共有化を図り、市民参画を促進する

対
象

市民または市外の方

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○広報事業
　　　行政情報や市民生活に関する情報を正確かつ迅速に公開・提供し、市民との情報の共有化を図り、市民参画を促進した。
　  　　・ 広報事業（市報の発行、ホームページの運用に取り組んだ。)
　　  　・ 広聴事業（民生児童委員会、中学校生徒保護者会等）



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 12 回 12 回 12 回

－ － － 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

12,122 12,338 10,529 13,101 

うち経常経費 12,122 12,176 10,529 13,101 

国 県 費 659 654 649 652 理由

地 方 債

そ の 他 16 14 12 14 

一般財源 11,447 11,670 9,868 12,435 

うち経常 11,447 11,508 9,868 12,435 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 広く情報提供するため

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 行政情報を取り扱うため

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 おおむね広く享受されているため

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
本市が目標とする協働のまちづくりの基本となる情報の共
有化を柱として非常に有効である

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き情報提供の効率化及び公聴事業の推進を図り、適正な事業実
施に努めること。

成
果
指
標

指標名 市民との情報の共有化 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の3-10-（2）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 広報事業 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 年12回発行 目標 目標 目標

市民との情報の共有化 a 広報事業 回

b

c
　紙面の量に対して掲載依頼の量が多いため、取捨選択して掲載し
ている。

ｄ

　限られた紙面に優先度の高い情報を提供するとともに、他の情報媒
体（CATV)との連携を図る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

情報発信等サービスの維持の
ため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 1 14 134 頁 庁舎等整備費 庁舎等整備事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時 庁舎等整備事業（新規） 調査設計委託料 委託料 0 122,223 33,835 18,110 15,725 3

計 0 122,223 33,835 0 0 18,110 15,725

予算

目
的

耐震性を確保した施設を整備することで近年多発する大規模災害に備えるとともに、地域コミュニ
ティの活動拠点となる支所及び公民館の整備を行う

対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○庁舎等整備事業

　　　①支所・公民館建設事業（清川支所・公民館、緒方支所・公民館、朝地支所・公民館、大野公民館、千歳支所・公民館、
                                         犬飼支所・公民館）
　　　　　・設計業務（新築・改修・解体等）・・・12施設　新築：7施設、改修：3施設、解体：2施設
　　　　　・敷地測量業務・・・基準点測量（0.8km）、地形測量（0.036ｋ㎡）
　　　　　・アスベスト調査業務・・・アスベスト含有調査（17検体）
　　　　　・地質調査業務・・・テストボーリング（6箇所）、標準貫入試験（6箇所）、土質試験（一式）

　　　②犬飼支所仮移転事業
　　　　　・庁用備品等移設業務・・・事務机、キャビネット、カウンター等（94台）
　　　　　・ネットワーク構築業務・・・無停電電源装置等（15台）
　　　　　・電話交換設備移設業務・・・電話交換設備移設（一式）
　　　　　・防災設備等移設業務・・・遠隔制御装置移設（一式）、防災行政無線親局設備移設（一式）
　　　　　・引込み工事業務・・・電話回線移転工事、情報ネットワーク整備工事等
　　　　　・仮設支所改修工事・・・犬飼公民館改修工事、警備機器移設工事、犬飼支所看板設置工事等



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － － 12 回

－ － － － － －

－ － －

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

33,835 80,195 

うち経常経費 0 0 

国 県 費 理由

地 方 債 74,100 

そ の 他 18,110 

一般財源 15,725 6,095 

うち経常 0 0 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
地域コミュニティの活動拠点が確保できるとともに、有事の
際の防災拠点機能の強化が図れるため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 施設の整備は、行政の責務であるため。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
市民説明会や自治委員への説明を行い、要望等を反映し
ているため。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1 事業が完了していないため。

事業の方向性 評価内容

継続 新庁舎、公民館の整備に向け、遅滞なく事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 支所・公民館の整備 目
標
年
度

Ｈ32
総合計画前期基本計画の4-4-（3）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 説明会の実施 ｂ 事業実施 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 9施設 目標 目標

支所・公民館の整備 a
説明会の
実施

回

b 事業実施 施設

c
利用者の要望が多岐に及ぶため、全ての要望に対応することは困難
である。また、貸付け等を行っている他団体等への対応が喫緊の課
題となっている。

ｄ

要望等の公共性を検討し設計に反映する。
他団体等の対応については、継続的に協議を行う。

決 算 額 （千円）

増額

財
源
内
訳

設計業務を完了し、支所・公民
館の建設を行っていくため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 総務課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

9 1 4 270 頁 災害対策費 災害に強いまちづくり推進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 防災対策事業 無線保守点検委託料 委託料 36,352 26,522 22,024 400 21,624 3

臨時 防災対策事業
防災行政無線移設
撤去工事請負費

工事請負費 3,394 3,394 181 648 2,565 3

臨時
朝地町綿田地区地すべり
災害対策事業（新規）

警戒区域立入監視
業務委託料

委託料 15,964 13,785 312 13,473 3

計 36,352 45,880 39,203 181 0 1,360 37,662

予算

目
的

災害から市民を守り、安心して生活することができる環境を提供する
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○防災対策事業 (経常)
　　　①自主防災組織関係事業
　　　　　自主防災組織活動事業費補助金　5団体
　　　　　防災士スキルアップ研修事業　4回開催（延参加人数：123名）
　　　　　防災士養成研修　22名資格取得（うち女性3名）
　　　　　自主防災組織活動の推進等
　　　　　　　・自主防災組織訓練実施回数　20回
　　　②防災対策の推進（一般事務）
　　　　　　防災行政無線施設の維持管理等

○防災対策事業（臨時）
　　　①災害時用備蓄品購入事業
　　　　　組立式ダンボールベッド35台、簡易間仕切18セット、避難所用シート4セット
　　　②防災行政無線移設撤去工事事業

○朝地町綿田地区地すべり災害対策事業
　　　①警戒区域立入監視業務　平成29年5月～平成30年3月
　　　②避難所等管理業務



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 20 件 31 件 20 件

－ － － 66.7 ％ 103.3 ％ 66.7 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

48,702 36,352 39,203 33,693 

うち経常経費 19,319 18,866 22,024 29,242 

国 県 費 28,009 431 181 166 理由

地 方 債

そ の 他 14,089 1,360 1,901 

一般財源 20,693 21,832 37,662 31,626 

うち経常 19,319 18,854 21,624 29,242 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
災害から市民を守り、安心して生活することができる
環境を提供するためには必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
災害対策基本法により、国、地方自治体、住民の責
務が定められいる。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
災害に強いまちづくりを推進するうえで適切な手段で
あるため。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
防災資機材等の充実が図られる一方、活動指標であ
る自主防災組織訓練実施件数は目標に達していな
い。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施に努めること。

成
果
指
標

指標名 防災環境の向上 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の3-8-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a
自主防災組織防災訓練
実施件数

ｂ ｃ ｄ

数値 目標 30件 目標 目標 目標

防災環境の向上 a
自主防災組織
防災訓練実施
件数

件

b

c
地域防災力の向上を図るためには、更なる自主防災組織の組
織化、活動の活性化が必要。

ｄ

地域の防災リーダーと期待する防災士のフォローアップを図る
とともに、地域での防災訓練実施を促進する。

決 算 額 （千円）

増額

財
源
内
訳

現行のアナログ防災行政無
線を、新しい防災行政無線
システムへ変更することか
ら予算増額の見込み。


